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行政改革大綱推進状況総括表（平成２７年度末）

【集計表】行政改革大綱推進計画及び実施状況別推進状況
１　行政改革大綱推進計画《平成２７年度》 推進項目数 　　　　　　　　　　　２　行政改革大綱推進状況 実施状況別集計
	行政改革の柱・推進体系
	実施
	検討
	－
	合計

	【改革の柱①】

　最適な行政サービスの創造（質的改革）
	28
	6
	8
	42

	
	第１　利便性及び快適性の向上
	9
	0
	1
	10

	
	第２　公正の確保及び透明性の向上
	8
	3
	2
	13

	
	第３　参加及び協働の推進
	6
	2
	5
	13

	
	第４　職員の能力向上及び意識改革
	5
	1
	0
	6

	【改革の柱②】

　自立的な行財政基盤の確立（量的改革）
	26
	7
	12
	45

	
	第１　業務改善の推進
	6
	2
	2
	10

	
	第２　公共施設の効率的な管理運営
	2
	2
	5
	9

	
	第３　持続可能な財政基盤の構築
	12
	1
	2
	15

	
	第４　業務執行体制の整備
	6
	2
	3
	11

	合　　　　　　　　計
	54
	13
	20
	87


	
	実　施　状　況　（平成２８年３月末現在）

	
	実施済
	継続中
	準備中
	検討中
	未着手
	合　計

	【改革の柱①】
	7
	27
	0
	7
	1
	42

	(構 成 比)
	(16.7％)
	(64.2％)
	(0％)
	(16.7％)
	(2.4％)
	(100.0％)

	
	実　　施
	1
	23
	0
	4
	0
	28

	
	検　　討
	3
	0
	0
	3
	0
	6

	
	－
	3
	4
	0
	0
	1
	8

	【改革の柱②】
	10
	27
	2
	6
	0
	45

	(構 成 比)
	(22.2％)
	(60.0％)
	(4.4％)
	(13.4％)
	(0％)
	(100.0％)

	
	実　　施
	4
	21
	1
	0
	0
	26

	
	検　　討
	0
	1
	1
	5
	0
	7

	
	－
	6
	5
	0
	1
	0
	12

	合　　計
	17
	54
	2
	13
	1
	87

	(構 成 比)
	(19.5％)
	(62.1％)
	(2.3％)
	(14.9％)
	(1.2％)
	(100.0％)

	
	実　　施
	5
	44
	1
	4
	0
	54

	
	検　　討
	3
	1
	1
	8
	0
	13

	
	－
	9
	9
	0
	1
	1
	20


　　　※「継続中」は、一部実施の内容を含む。
【改革の柱①】最適な行政サービスの創造（質的改革）
	
	
	
	　　　　　推　進　項　目
	項番
	27推進計画
	実
	 施 状 況
	主　管　課
	連　携　課
	備　　考

	第
	１
	
	利便性及び快適性の向上
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	窓口等サービスの向上
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	窓口利用時間の延長等の実施
	01
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課
	関係各課
	

	
	
	⑵
	公金の納付方法の多様化
	02
	実 施
	○
	継続中
	文書情報課，収納課，会計課
	関係各課
	コンビニ収納
電子納付等（検討)

	
	
	⑶
	手続の簡素化
	03
	実 施
	△
	検討中
	文書情報課
	関係各課
	

	
	
	⑷
	近隣市町との公共施設の相互利用
	04
	実 施
	◎
	継続中
	文化振興課，図書館
	
	図書館相互利用
公共施設相互利用（検討）

	
	
	⑸
	市民満足度の把握・活用
	05
	実 施
	△
	検討中
	企画政策課
	
	

	
	２
	
	行政手続等のオンライン化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	電子申請サービスの拡充
	06
	実 施
	◎
	継続中
	文書情報課，関係各課
	
	

	
	
	⑵
	電子調達サービスの推進
	07
	実 施
	○
	継続中
	総務契約課
	文書情報課
	

	
	
	⑶
	住民基本台帳カードの普及促進
	08
	－
	－
	継続中
	市民課
	文書情報課
	

	
	
	⑷
	公共施設予約システムの導入
	09
	実 施
	○
	実施済
	文化振興課
	文書情報課
	

	
	
	⑸
	地理情報システムの導入
	10
	実 施
	○
	継続中
	文書情報課，関係各課
	
	順次導入

	第
	２
	
	公正の確保及び透明性の向上
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	情報の共有化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	ホームページの充実
	11
	実 施
	○
	継続中
	秘書広報課
	関係各課
	

	
	
	⑵
	情報提供サービスの推進
	12
	実 施
	◎
	継続中
	秘書広報課
	関係各課
	

	
	
	⑶
	ホームページでの目録検索
	13
	検 討
	○
	検討中
	文書情報課
	秘書広報課
	

	
	
	⑷
	出前講座の充実
	14
	実 施
	△
	継続中
	文化振興課
	関係各課
	

	
	
	⑸
	各種財政情報の公表
	15
	実 施
	○
	継続中
	財政課
	
	

	
	
	⑹
	庁議結果の公表
	16
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課
	
	

	
	２
	
	市民意見の反映
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	タウンミーティングの実施
	17
	実 施
	△
	継続中
	秘書広報課
	
	

	
	
	⑵
	広聴手段の充実
	18
	実 施
	△
	検討中
	秘書広報課，企画政策課
	
	

	
	
	⑶
	意見公募手続の制度化
	19
	－
	○
	実施済
	企画政策課
	文書情報課
	

	
	３
	
	信頼性の確保
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	公務員倫理・法令遵守の徹底
	20
	－
	○
	継続中
	職員課
	文書情報課
	

	
	
	⑵
	入札・契約制度の改善
	21
	実 施
	○
	継続中
	総務契約課
	財政課
	

	
	
	⑶
	外部監査制度の導入
	22
	検 討
	○
	実施済
	監査事務局
	
	

	
	
	⑷
	オンブズパーソン制度の導入
	23
	検 討
	○
	実施済
	秘書広報課
	
	

	第
	３
	
	参加及び協働の推進
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	市民参加及び協働
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	自治基本条例の制定
	24
	－
	－
	未着手
	企画政策課
	
	

	
	
	⑵
	審議会等への参加機会の拡充
	25
	実 施
	△
	継続中
	協働推進課
	関係各課
	

	
	
	⑶
	男女共同参画の推進
	26
	実 施
	△
	継続中
	協働推進課
	関係各課
	

	
	２
	
	地域協働の推進
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	協働事業提案制度の創設
	27
	－
	○
	継続中
	協働推進課
	関係各課
	

	
	
	⑵
	公園・緑地等ボランティア制度の推進
	28
	実 施
	○
	継続中
	環境課
	
	

	
	
	⑶
	グリーンヘルパー制度の創設
	29
	－
	○
	実施済
	環境課
	
	

	
	
	⑷
	ボランティア人材パートナーズ制度の推進
	30
	実 施
	△
	継続中
	協働推進課
	関係各課
	

	
	
	⑸
	協働による「くらしの便利帳」の発行
	31
	－
	○
	実施済
	秘書広報課
	関係各課
	

	
	
	⑹
	産学官連携の推進
	32
	検 討
	◎
	実施済
	企画政策課
	関係各課
	

	
	３
	
	コミュニティの活性化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	コミュニティづくりの推進
	33
	実 施
	△
	継続中
	協働推進課，防災安全課
	関係各課
	

	
	
	⑵
	職員地域担当制の導入
	34
	－
	○
	継続中
	協働推進課
	
	

	
	
	⑶
	ＩＣＴを活用したコミュニケーションツールの検討
	35
	検 討
	△
	検討中
	協働推進課
	
	

	
	
	⑷
	コミュニティビジネスの支援
	36
	実 施
	－
	検討中
	協働推進課
	
	

	第
	４
	
	職員の能力向上及び意識改革
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	人材育成の推進
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	人事考課制度の本格実施
	37
	実 施
	○
	継続中
	職員課
	
	

	
	
	⑵
	複線型人事管理制度の導入
	38
	検 討
	○
	検討中
	職員課
	
	

	
	
	⑶
	職員研修の充実
	39
	実 施
	○
	継続中
	職員課
	
	

	
	
	⑷
	職員の健康管理
	40
	実 施
	○
	継続中
	職員課
	関係各課
	

	
	２
	
	創造的活動の支援
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	職員提案制度の活用促進
	41
	実 施
	◎
	継続中
	企画政策課
	
	

	
	
	⑵
	自主研究グループ活動の促進
	42
	実 施
	○
	継続中
	職員課
	
	


【改革の柱②】自立的な行財政基盤の確立（量的改革）
	
	
	
	　　　　　推　進　項　目
	項番
	27推進計画
	実
	 施 状 況
	主　管　課
	連　携　課
	備　　考

	第
	１
	
	業務改善の推進
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	事務事業の重点化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	部局マニフェストの作成
	43
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課
	
	

	
	
	⑵
	行政評価制度の充実
	44
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課
	
	

	
	２
	
	事務事業の再編整理
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	事務事業の合理化
	45
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課，関係各課
	
	順次実施

	
	
	⑵
	民間委託の推進
	46
	実 施
	△
	継続中
	企画政策課，関係各課
	
	


	
	３
	
	事務執行の効率化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	文書審査の合理化
	47
	－
	○
	実施済
	文書情報課
	
	

	
	
	⑵
	公共料金の一括支払
	48
	実 施
	○
	継続中
	会計課
	関係各課
	

	
	
	⑶
	ＩＰ電話の導入
	49
	－
	◎
	継続中
	総務契約課
	
	

	
	４
	
	行政情報化の推進
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	文書管理システムの導入
	50
	検 討
	△
	検討中
	文書情報課
	
	

	
	
	⑵
	校務支援システムの導入
	51
	検 討
	○
	継続中
	教育総務課
	
	村山学園
その他の学校（検討）

	
	
	⑶
	電子計算組織の全体最適化
	52
	実 施
	○
	継続中
	文書情報課
	
	

	第
	２
	
	公共施設の効率的な管理運営
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	公共施設の有効活用
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	公共施設白書の作成
	53
	－
	○
	実施済
	企画政策課
	施設課
	

	
	
	⑵
	施設改修計画の策定
	54
	－
	－
	検討中
	施設課
	企画政策課，財政課
	

	
	
	⑶
	省エネルギー対策の推進
	55
	実 施
	○
	継続中
	環境課
	関係各課
	

	
	２
	
	民間活用の推進
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	公共施設の自主管理
	56
	検 討
	△
	検討中
	地域福祉課，文化振興課
	
	

	
	
	⑵
	指定管理者制度の活用
	57
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課，関係各課
	
	

	
	
	⑶
	ＰＦＩ手法の活用
	58
	検 討
	○
	検討中
	企画政策課
	関係各課
	

	
	
	⑷
	借上公営住宅の検討
	59
	－
	○
	実施済
	企画政策課
	
	

	
	３
	
	公共施設の見直し
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	各種集会施設のあり方の検討
	60
	－
	○
	継続中
	障害福祉課，文化振興課
	協働推進課
	

	
	
	⑵
	防災対策用資材センターの利活用
	61
	－
	◎
	実施済
	防災安全課
	関係各課
	

	第
	３
	
	持続可能な財政基盤の構築
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	自立的な財政運営
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	中期財政計画の策定
	62
	実 施
	○
	実施済
	財政課
	
	

	
	
	⑵
	各種財政指標の改善
	63
	実 施
	△
	継続中
	財政課
	
	

	
	
	⑶
	新地方公会計制度への対応
	64
	実 施
	△
	継続中
	財政課
	
	

	
	２
	
	歳入の確保
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	市税等収納対策の強化
	65
	実 施
	◎
	継続中
	収納課
	関係各課
	

	
	
	⑵
	債権管理取扱指針の作成
	66
	－
	○
	実施済
	収納課
	文書情報課，関係各課
	

	
	
	⑶
	新たな財源の確保
	67
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課，関係各課
	
	順次導入

	
	
	⑷
	事務手数料の見直し
	68
	－
	○
	継続中
	市民課
	課税課、関係各課
	

	
	
	⑸
	公の施設使用料の見直し
	69
	実 施
	○
	実施済
	文化振興課
	関係各課
	

	
	
	⑹
	公有財産の有効活用
	70
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課
	
	

	
	
	⑺
	財源措置の要請
	71
	実 施
	○
	継続中
	財政課
	
	

	
	３
	
	歳出の合理化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	補助金等の整理合理化
	72
	実 施
	△
	継続中
	企画政策課
	関係各課
	

	
	
	⑵
	非常勤特別職の報酬等の見直し
	73
	検 討
	○
	検討中
	職員課
	関係各課
	

	
	
	⑶
	時間外勤務等の抑制
	74
	実 施
	△
	継続中
	職員課
	関係各課
	

	
	
	⑷
	特別会計の経営健全化
	75
	実 施
	○
	継続中
	保険年金課，道路下水道課
	財政課
	

	
	
	⑸
	計画的な基金管理・運用
	76
	実 施
	○
	継続中
	財政課
	会計課
	

	第
	４
	
	業務執行体制の整備
	
	
	
	
	
	
	

	
	１
	
	組織機構等の最適化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	組織機構の簡素合理化
	77
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課
	
	

	
	
	⑵
	グループ制の効果的活用
	78
	実 施
	○
	継続中
	企画政策課
	関係各課
	

	
	
	⑶
	定員管理の適正化
	79
	実 施
	△
	継続中
	企画政策課
	
	

	
	
	⑷
	勤務時間の弾力的運用
	80
	検 討
	○
	準備中
	職員課
	
	

	
	２
	
	職員給与等の適正化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	給与制度の改革
	81
	実 施
	○
	準備中
	職員課
	
	

	
	
	⑵
	旅費制度の見直し
	82
	検 討
	△
	検討中
	職員課
	
	

	
	３
	
	危機管理体制の強化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	危機管理体制の整備
	83
	実 施
	○
	実施済
	防災安全課
	関係各課
	

	
	
	⑵
	事業継続計画の策定
	84
	－
	○
	実施済
	防災安全課，健康推進課
	
	新型インフルエンザ編
震災編

	
	
	⑶
	災害図上訓練の実施
	85
	実 施
	○
	実施済
	防災安全課
	
	

	
	４
	
	関係団体の活性化
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑴
	社会福祉協議会の自立促進
	86
	－
	○
	継続中
	地域福祉課
	
	自立要請等

	
	
	⑵
	シルバー人材センターの自立促進
	87
	－
	○
	継続中
	地域福祉課
	
	自立要請等
貸付金見直し


行政改革大綱推進状況一覧（平成２７年度末）


【改革の柱①】最適な行政サービスの創造（質的改革）
第１　利便性及び快適性の向上
１　窓口等サービスの向上
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	01
	窓口利用時間の延長等の実施
	　利用実績の推移、費用対効果等を検証しながら窓口利用時間の延長を継続するとともに、需要に応じて臨時の休日開庁を実施する。
	実施
	○
	継続中
	毎週木曜日に本庁舎の窓口業務の一部で窓口利用時間の延長を実施。一部の申請受付業務で繁忙期等不定期に休日窓口を開設。27年度はマイナンバーカードの申請・交付等に係る休日開庁を実施。
	企画政策課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　23年度：窓口利用時間の延長の検証等
	
	

	02
	公金の納付方法の多様化
	　コンビニエンスストア収納をはじめ、マルチペイメントネットワークによる電子納付、クレジットカード決済を利用して市税、保育料等の公金を納付できる仕組みを順次構築する。
	実施
 （＊）
検討

 （＊＊）
	○

○
	継続中


	23年4月、市民税・都民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税及び国民健康保険税のコンビニエンスストア収納を開始。27年度は計54,043件収納。26年度から武蔵村山ＭＭスタンプカードのポイントによる市税等の納付を開始。27年度からペイジー口座振替受付サービスを開始。
	文書情報課
収納課

会計課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	＊コンビニ収納
＊＊電子納付等

　（検討）

	
	　23年度：市税に係るコンビニエンスストア収納の導入【収納課，会計課】，マルチペイメントネットワークによる電子納付等の検討【文書情報課】
	
	

	03
	手続の簡素化
	押印、記載事項等の必要性について全体的な見直しを行い、できる限り各種申請・届出用紙の簡略化・統合化、押印の廃止及び添付書類の削減を進めるとともに、手続方法等の周知に努める。
	実施
	○⇒△
	検討中
	国や他団体の情報を収集。引き続き各種証明書発行申請書の統合や押印の省略等について検討を進める。
	文書情報課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	27年度：申請・届出手続の改正
	
	

	04
	近隣市町との公共施設の相互利用
	図書館、地区会館等の公共施設の近隣市町との相互利用に向けて、実施環境の整備に関する検討、協議を行い、順次実施する。
	実施
（＊）
検討

 （＊＊）
	◎
△
	継続中


	図書館は、23年度から昭島市及び瑞穂町と、24年度から東大和市と、26年5月からは立川市との相互利用を開始。
地区会館等は、引き続き検討を進める。
	文化振興課

図書館
	＊図書館相互利用
＊＊公共施設相互利用（検討）

	
	23年度：図書館の相互利用開始【図書館】，公共施設の相互利用に向けた検討・協議【文化振興課】
	
	

	05
	市民満足度の把握・活用
	市民意識調査のほか、窓口アンケート等多様な手段を用いて市民満足度調査を行うなど、行政サービスに対する市民の満足度を測る仕組みを構築する。
	実施
	△
	検討中
	情報収集に努め、継続的に市民満足度を測る方法について引き続き検討。
	企画政策課
	

	
	27年度：市民満足度調査の実施
	
	


２　行政手続等のオンライン化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	06
	電子申請サービスの拡充
	　電子申請の対象サービスの拡大に向けて積極的な検討を行い、電子申請サービスの活用を促進する。
	実施
	◎
	継続中
	23年度、がん三セット検診申込申請、市ホームページバナー広告掲載申込書等を追加。
24年度、肝炎ウイルス検診申込申請等を追加。
26年度末現在、対象サービスは 16種類。
	文書情報課

関係各課
	

	
	　27年度：電子申請対象サービス数　15種類
	
	

	07
	電子調達サービスの推進
	　入札参加資格審査・受付に加えて、電子入札、入札情報の各サービスを順次導入、推進する。
	実施
	○
	継続中
	23年度から全ての入札案件で電子入札を実施し、年間発注予定情報及び入札(見積)経過調書を入札情報サービスで提供。
	総務契約課
 eq \o\ac(□,連)文書情報課
	

	
	　23年度：電子入札サービスの拡大，入札情報サービスの実施
	
	

	08
	住民基本台帳カードの普及促進
	　住民基本台帳カードの普及を促進するため、窓口等で周知を図るとともに、印鑑登録証、図書館カード等としても利用可能なカードの多機能化について検討する。
	－
（＊）
	△⇒－
	継続中

	27年12月末現在、カード有効枚数は4,672枚。社会保障・税番号制度の導入に伴い、住民基本台帳カードの発行を終了し、28年1月から個人番号カードの発行を開始。
	市民課
 eq \o\ac(□,連)文書情報課
	＊個人番号カードの普及促進を検討

	
	　27年度：住民基本台帳カード発行枚数　1万枚 
	
	

	09
	公共施設予約システムの導入
	公共施設予約システムについて検討、導入する。
	実施
	○
	準備中⇒
実施済
	検討委員会を設け、システム機能等について検討し、公共施設予約システムを導入。28年4月利用分からの当該システムによる予約を開始。
	文化振興課
 eq \o\ac(□,連)文書情報課
	（導入完了）


	
	27年度：公共施設予約システムの導入
	
	

	10
	地理情報システムの導入
	　地理情報システムについて検討、導入する。

	実施

（＊）
	○
	継続中
	23年度、防災等情報管理システム及び交通安全施設台帳等管理システムを導入。
	文書情報課

関係各課
	＊順次導入

	
	　23年度：地理情報システムの導入【防災安全課，道路下水道課】
	
	


第２　公正の確保及び透明性の向上
１　情報の共有化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	11
	ホームページの充実
	　掲載内容を充実し、使いやすさの改善に努めるほか、アンケート機能の活用、ツイッターでの情報発信等について検討を進めるなど、ホームページの充実を図る。
	実施
	○
	継続中
	24年度にツイッター等の運用を開始。

27年度のアクセス件数は468,430件。

27年度にホームページのリニューアルを行い、災害時等における迅速かつ的確な情報発信、スマートフォン等の様々な情報閲覧端末への対応している。
	秘書広報課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　27年度：ホームページアクセス件数　50万件
	
	

	12
	情報提供サービスの推進
	　情報提供サービスについて、即時性の向上に努め、配信内容に選挙速報、検診案内等を加えるなど充実を図る。
	実施
	○⇒◎
	継続中

	27年度末現在、サービス登録者数は4,073人、配信件数は129件。
24年度、配信内容に検診案内を追加。今後も配信内容の検討を進める。
	秘書広報課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　24年度：情報提供サービスの配信内容の拡大，27年度：情報提供サービス登録者数　3千人
	
	

	13
	ホームページでの目録検索
	　文書管理システムの導入に合わせて、公文書等の目録情報を電子化し、ホームページ上で検索可能なシステムの導入を検討する。
	検討
	○
	検討中
	電子化する目録の範囲、検索方法、導入効果等について検討。文書管理システムの導入に並行して引き続き検討を行う。
	文書情報課
 eq \o\ac(□,連)秘書広報課
	

	
	　23年度：ホームページでの目録検索の検討
	
	

	14
	出前講座の充実
	　関係機関との連携、外部講師の活用等を図りながら「出前講座むさしむらやま塾」の講座内容を充実し、更なる利用促進に努める。
	実施
	△
	継続中
	27年度の講座数は54講座。

27年度には「マイナンバーって？」及び「武蔵村山の情報化計画」を新たに追加。
	文化振興課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　27年度：出前講座の講座数　70講座
	
	

	15
	各種財政情報の公表
	予算・決算の概要、財政指標等の公表に加え、財政白書等の資料を作成し、ホームページ、説明会等を活用して公表する。
	実施
	○
	継続中
	23年度から「今年の仕事・武蔵村山市の家計簿」を発行。
27年11月、「財政白書(平成26年度決算版)」を作成し、ホームページで公表している。
	財政課
	

	
	27年度：財政白書等の作成・公表
	
	

	16
	庁議結果の公表
	　庁議の会議録（要旨）をホームページ上で公表する。

	実施
	○
	継続中

	24年3月、庁議の会議録(要旨)の作成及び公表に関する要領を制定。同年4月、庁議の会議録(要旨)の公表を開始。
	企画政策課
	

	
	　24年度：庁議の会議録（要旨）の公表
	
	


２　市民意見の反映
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	17
	タウンミーティングの実施
	地域、テーマ、開催方法等について見直しを図りながら、「市民と市長のタウンミーティング」を定期的に実施する。
	実施
	○⇒△
	継続中
	27年度の実施回数は7回、参加者数は計222人。今後も参加者の増加に努め、市民に身近な市政運営を推進する。
	秘書広報課
	

	
	各年度：タウンミーティング実施回数　延べ10回
	
	

	18
	広聴手段の充実
	既存の広聴機能の充実を図るとともに、電子アンケート、インターネットを活用した市政モニター制度等、新たな広聴手段の導入について検討する。
	実施
	○⇒△
	検討中

	市長への手紙を郵送や電子メールで受付している。また、ホームページ上で各課への問合せの受付やアンケートシステムを活用した広聴を実施。引き続き広聴手段を検討していく。
	秘書広報課

企画政策課
	

	
	27年度：新たな広聴手段の導入【秘書広報課】
	
	

	19
	意見公募手続の制度化
	意見公募手続（パブリックコメント）について、実施対象、方法等を定めた規程を整備し、統一的な運用を図る。
	－
	○
	実施済
	26年3月、意見公募手続に関する要綱を制定。
	企画政策課
 eq \o\ac(□,連)文書情報課
	（整備完了）

	
	25年度：意見公募手続に係る規程の整備
	
	


３　信頼性の確保
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	20
	公務員倫理・法令遵守の徹底
	　必要な研修を行うほか、規程の制定やマニュアルの作成、職員意識調査等により、公務員倫理・法令遵守の徹底を図るとともに、公益通報制度の適切な運用により、不正行為の防止等に向けた取組を行う。
	－
	○
	継続中
	研修所で公務員倫理研修を実施。

公益通報制度に係る法改正の動向を情報収集し、制度の運用状況に関する調査を実施。

27年3月、「武蔵村山市職員倫理の指針」を策定。
	職員課
 eq \o\ac(□,連)文書情報課
	（作成完了）

	
	　26年度：公務員倫理マニュアルの作成
	
	

	21
	入札・契約制度の改善
	　最低制限価格の見直しをはじめ、条件付き一般競争入札、総合評価方式等の導入、電子入札サービスの実施など、入札・契約制度の改善に継続的に取り組む。
	実施
	○
	継続中
	23年度、電子入札の本格導入。

24年度、制限付一般競争入札及び希望型指名競争入札の実施要領を制定。

25年度、随意契約ガイドライン、プロポーザル方式実施ガイドラインを策定。

26年度、指名停止措置要綱の改正
27年度、工事請負契約における入札時の積算内訳書提出の義務化。
	総務契約課
 eq \o\ac(□,連)財政課
	

	
	　23年度：最低制限価格の見直し
	
	

	22
	外部監査制度の導入
	外部監査制度の導入について検討する。
	検討
	○
	実施済
	外部監査制度は導入を行わない方向で検討を終了。

	監査事務局
	（検討終了）

	
	27年度：外部監査制度の導入検討
	
	

	23
	オンブズパーソン制度の導入
	　オンブズパーソン制度の導入について検討する。

	検討
	○
	検討中⇒実施済
	多摩地区25市への取組状況調査の結果、早急に導入する必要なしと判断して検討を終了。
	秘書広報課
	（検討終了）

	
	　27年度：オンブズパーソン制度の導入検討
	
	


第３　参加及び協働の推進
１　市民参加及び協働

	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	24
	自治基本条例の制定
	　自治基本条例の制定に向けて、市民の理解促進及び意識醸成に努め、時宜に応じて条例に規定すべき内容等を再検討する。
	－
	－
	未着手
	23年度、出前講座に「自治基本条例のはなし」を追加。
	企画政策課
	（検討時期未定）

	
	　26年度：自治基本条例の再検討
	
	

	25
	審議会等への参加機会の拡充
	　審議会等における公募枠を拡大するとともに、新たな人材を積極的に活用し、市民参加の裾野を広げるよう努める。
	実施
	△
	継続中
	28年3月末現在、公募委員比率は3.7％。

今後、公募枠の拡大に努めるとともに、新たな人材を積極的に活用する。
	協働推進課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　27年度：公募委員比率　25％
	
	

	26
	男女共同参画の推進
	　審議会等への女性の積極的な参画を促進し、委員構成の均衡を図るとともに、男女共同参画都市宣言、男女共同参画条例等の施策について検討する。
	実施
	△
	継続中
	28年3月末現在、女性委員比率は28％。

女性委員比率の向上に向けて、引き続き各課に推進を促す。
	協働推進課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　27年度：女性委員比率　40％
	
	


２　地域協働の推進
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	27
	協働事業提案制度の創設
	協働事業提案制度（市民提案型まちづくり事業補助金）を創設する。
	－
	○
	継続中

	23年8月、協働事業提案制度実施要綱を制定。提案事業　23年度提案 5件(採択3件)　　

24年度提案 5件(採択5件）

25年度提案 8件(採択5件）

26年度提案 7件(採択5件)
	協働推進課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	（創設完了）

	
	23年度：協働事業提案制度の創設
	
	

	28
	公園・緑地等ボランティア制度の推進
	公園・緑地等ボランティア制度の周知徹底及び登録促進に努める。
	実施
	○
	継続中
	28年3月末現在、本ボランティア登録数は90人(6公園)。26年度から新たに「大南東公園」及び「学園四丁目西児童遊園」を追加。
	環境課
	

	
	　27年度：公園・緑地等ボランティア登録数　100人
	
	

	29
	グリーンヘルパー制度の創設
	グリーンヘルパー制度の創設を検討する。
	－
	○
	実施済
	グリーンヘルパー制度運営要綱を制定。26年7月からグリーンヘルパー3級育成講座を開催。
	環境課
	（創設完了）

	
	23年度：グリーンヘルパー制度の創設検討
	
	

	30
	ボランティア人材パートナーズ制度の推進
	ボランティア人材パートナーズ制度の周知徹底及び登録促進に努める。
	実施
	○⇒△
	継続中
	28年3月末現在、本制度登録者数は24人。活用実績は31件。
引き続き制度の周知に努め、登録促進及び制度活用を図る。
	協働推進課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	27年度：ボランティア人材パートナーズ登録者数　40人
	
	

	31
	協働による「くらしの便利帳」の発行
	　企業との協働により「くらしの便利帳」を発行し、市内全世帯に配布する。

	－
	○
	実施済
	23年6月、官民協働で「武蔵村山くらしの便利帳」を37,000部発行。26年6月に第2版を33,500部発行し、市内全戸に配布。
	秘書広報課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	（発行完了）

	
	　23年度：協働による「くらしの便利帳」の発行
	
	

	32
	産学官連携の推進
	　大学と連携協力に関する協定を締結し、行財政全般にわたる連携協力を推進する。
　また、企業が取り組む社会貢献活動との連携を積極的に推進する。
	検討
	○⇒◎
	継続中⇒実施済
	東京経済大学と協議を重ね、具体的な連携施策について地域連携推進調査研究委員会で検討。

デエダラまつりでは、専門学校等との連携により、デエダラ・スイーツを開発し、その後、改良を加え、合計3種類を販売。
	協働推進課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　23年度：大学等との連携推進に向けた検討・協議
	
	


３　コミュニティの活性化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	33
	コミュニティづくりの推進
	　活動拠点となる施設の整備・充実及び自治会等の活動に対する支援に努めるほか、地域コミュニティ活性化検討協議会において新たな対策を検討する。
　また、自主防災・自主防犯組織の結成促進及び育成を図る。
	実施
	○⇒△
	継続中
	28年3月末現在、自治会加入率は30.6％。各種補助金を交付し、加入促進パンフレットを作成。25年度から地域みんなでまちづくり会議を開催。

28年3月末現在、自主防災組織結成率は53.7％(29団体)、自主防犯組織結成数は12団体。引き続き結成を促進するほか、見守り番従事者の増員を図り、官民一体の防犯活動を推進する。
	協働推進課

防災安全課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　27年度：自治会加入率　50％【協働推進課】，自主防災組織結成率　50％，自主防犯組織結成数　20団体【防災安全課】
	
	

	34
	職員地域担当制の導入
	　職員地域担当制を導入する。

	－
	○
	継続中
	25年11月、第三及び第八小学校通学区域で開催した地域みんなでまちづくり会議に地域担当職員を派遣。26年度には第二及び第九小学校通学区域、27年度には第一及び第十小学校に新たな会議が設置されたため、職員を派遣。
	協働推進課
	（導入完了）

	
	　25年度：職員地域担当制の導入
	
	

	35
	ＩＣＴを活用したコミュニケーションツールの検討
	　地域ＳＮＳなどＩＣＴ（情報通信技術）を活用したコミュニケーションツールについて検討する。
	検討
	△
	検討中
	地域ＳＮＳの有効性、導入自治体の事例等を調査・研究。
	協働推進課
	

	
	　23年度：ＩＣＴを活用したコミュニケーションツールの検討
	
	

	36
	コミュニティビジネスの支援
	コミュニティビジネスの創出を促進するため、情報提供、研修会等の支援策について検討、実施する。
	実施
	△⇒
－
	検討中
	他市の先進事例等を調査・研究。
	協働推進課
	

	
	27年度：コミュニティビジネス支援策の実施
	
	


第４　職員の能力向上及び意識改革
１　人材育成の推進
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	37
	人事考課制度の本格実施
	人事考課制度について、試行を通じて制度内容及び運用方法の改善を重ねるとともに、考課結果の活用方法について具体的に検討を進め、本格実施に移行する。
	実施

（＊）
	○
	継続中
	20年度から人事考課制度の試行を継続。25年度から部課長職の昇給等に活用する方向で本格実施に移行。一般職の昇給などへの評価結果の活用等について、引き続き検討を継続する。
	職員課
	＊一般職での本格実施（管理職実施済み）


	
	25年度：人事考課制度の本格実施移行
	
	

	38
	複線型人事管理制度の導入
	　複線型人事管理制度の導入について検討する。

	検討
	○
	検討中
	多摩26市の状況を調査(4市で導入)。今後、各市の制度内容等を研究する予定。
	職員課
	

	
	　23年度：複線型人事管理制度の導入検討
	
	

	39
	職員研修の充実
	　助成制度の充実により自己啓発の促進を図るほか、派遣研修、他団体交流等の職場外研修の充実及び全庁的な職場内研修（ＯＪＴ）の推進に努める。
	実施
	○
	継続中
	庁内研修、職場外研修等を体系的に実施。各課にＯＪＴ推進員を配置し、職場内研修を推進。23年度から接遇等及び契約事務に関する嘱託員研修を実施。

27年度は、嘱託員も対象としたマイナンバー研修を実施。
	職員課
	

	
	　23年度：嘱託員研修の実施
	
	

	40
	職員の健康管理
	　職員に健康管理の自覚を促すとともに、相談、研修等を通じた予防対策の充実及び復職時の支援体制の整備を図り、働きやすい職場環境の確保に努める。
	実施
	○
	継続中
	庁内情報共有システムで健康相談事業を周知し、復職者等に相談申込みを勧奨。課長・係長新任研修等でメンタルヘルスに関する研修を実施。平成28年度からはストレスチェックを実施予定。
	職員課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　23年度：健康相談事業の周知徹底，メンタルヘルスに関する情報提供
	
	


２　創造的活動の支援
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	41
	職員提案制度の活用促進
	職員提案制度について、推進月間を設定するなどして制度の積極的な活用を促し、全庁的な意識改革の浸透を図る。
	実施
	◎

	継続中
	制度改正を行い、26年度からは年2回、募集期間を設けて職員提案を募集。24年度は3件、25年度は18件、26年度は30件、27年度は7件の提案を受理。
	企画政策課
	

	
	各年度：職員提案件数　5件
	
	

	42
	自主研究グループ活動の促進
	自主研究グループ活動への支援を拡充するとともに、活動成果を広く職員に周知し、これを積極的に活用するよう努める。
	実施
	○
	継続中
	27年度、新規採用職員による自主研究グループが自転車事故の判例研究及び写真を用いた周知活動を実施。引き続き全職員に制度の周知を進め、グループの立上げを支援していく。
	職員課
	

	
	23年度：自主研究グループ活動の成果周知・活用
	
	


【改革の柱②】自立的な行財政基盤の確立（量的改革）
第１　業務改善の推進
１　事務事業の重点化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	43
	部局マニフェストの作成
	　各部局において当該年度における部局の基本方針、重点的な取組内容等を盛り込んだマニフェストを作成し、ホームページで公表する。
	実施
	○
	継続中
	24年5月、部局マニフェスト実施要綱を制定。同年7月、部局マニフェストをホームページ等で公表し、25年3月、期末評価を実施。

今後も取組を継続。
	企画政策課
	

	
	　24年度：部局マニフェストの作成・公表
	
	

	44
	行政評価制度の充実
	　外部評価の対象を拡大しながら事務事業評価を継続するとともに、政策・施策評価の導入について検討し、行政評価制度の充実を図る。
	実施
	○
	継続中
	15年度から行政評価委員会の意見聴取の形で外部評価を継続。26年度の外部評価件数は15件。26年度から施策評価を試行実施しており、27年度も試行継続。
	企画政策課
	

	
	　23年度：外部評価の対象拡大，26年度：政策・施策評価の導入
	
	


２　事務事業の再編整理
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	45
	事務事業の合理化
	　不要不急又は有効性の低い事務事業の廃止・縮小、類似する事務事業の整理統合など徹底した見直しを行い、事務事業の合理化を推進する。
	実施

（＊）
	○
	継続中
	23年度、休日歯科診療の実施体制を変更。24年4月、当番歯科医療機関による輪番制へ移行。
23年12月、高齢者いきいき手当条例を廃止。

心身障害者(児)福祉手当等の見直しを検討。

24年度、歳入歳出決算審査意見書の内容を見直し、ページ数を削減。主査職にはメール配布。
	企画政策課

関係各課
	＊順次実施

	
	　23年度：休日診療・休日歯科診療の見直し【健康推進課】

　24年度：各種福祉手当の見直し【高齢福祉課，障害福祉課】，歳入歳出決算審査意見書の見直し【監査事務局】
	
	

	46
	民間委託の推進
	　民間委託が適当な事務事業については、行政責任の確保、個人情報の保護等に留意した上で、積極的に民間委託を検討、実施する。
	実施
	△

	継続中
	23年4月、公金統合収納業務の委託を開始。

小学校給食業務について、25年3月、学校給食センターの今後のあり方等検討委員会から最終報告書を提出。26年度に学校給食センターの基本設計に着手。引き続き検討を進める。
	企画政策課

関係各課
	

	
	　23年度：小学校給食調理等業務の委託検討【学校給食課】
	
	


３　事務執行の効率化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	47
	文書審査の合理化
	　主管部課における決裁過程での文書審査を充実するなど、文書主管課長及び文書取扱者による文書審査のあり方全般について検証、見直しを行う。
	－
	○
	実施済
	部長又は課長決裁の文書については、文書主管課長の審査に付さない方向で検討。26年度に27年度以降の文書審査の在り方について各課に対する説明会を開催。
	文書情報課
	（検証終了）

	
	　23年度：文書審査の見直しに向けた検証
	
	

	48
	公共料金の一括支払
	各施設で使用した電気、ガス、水道等の公共料金を事業者ごとに集約し、会計課において一括して支払う仕組みを構築する。
	実施
	○
	継続中
	口座振込に対応するための財務会計システムの改修、データの作成等に着手。25年5月から一括支払を開始。
	会計課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	25年度：公共料金の一括支払開始
	
	

	49
	ＩＰ電話の導入
	ＩＰ電話に関する費用面及び技術面での動向を踏まえ、導入の可否、方法等について調査・研究する。
	－
	◎
	継続中
	通信関係業者等からＩＰ電話に関する情報を収集。24年9月、本庁舎において、一部のアナログ回線を除き、ＩＰ電話を導入。
	総務契約課
	（導入完了）

	
	23年度：ＩＰ電話の調査・研究
	
	


４　行政情報化の推進
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	50
	文書管理システムの導入
	　文書管理システムの導入を検討する。

	検討
	○⇒

△
	検討中
	文書管理システムの導入に当たり、文書事務の確立、文書目録の作成など現行の文書管理の適正化を図る必要があるため、文書管理適正化支援業務の委託も併せて引き続き検討を進める。
	文書情報課
	

	
	　27年度：文書管理システムの導入検討
	
	

	51
	校務支援システムの導入
	校務支援システムを導入する。
	検討

	○
	継続中


	23年11月、村山学園において校務支援システムを導入。その他の小・中学校においても早期の導入に向けて引き続き検討。
	教育総務課
	（村山学園導入完了）

	
	23年度：校務支援システムの導入（村山学園） 27年度：校務支援システムの導入検討（その他の小・中学校）
	
	

	52
	電子計算組織の全体最適化
	　電子計算組織を一元的に把握し、長期的な視点に立って費用対効果や相互連携、アウトソーシング等を検証するなど、機器の入替え等の時期を捉えて全体最適化を目指した取組を進める。
	実施
	○
	検討中⇒継続中
	27年度に住基関連システムのクラウド化を実施。新公会計制度の導入を見据え、財務会計システムのリニューアルについて、引き続き検討を進める。
	文書情報課
	

	
	　27年度：電子計算組織の全体最適化に向けた見直し
	
	


第２　公共施設の効率的な管理運営
１　公共施設の有効活用
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	53
	公共施設白書の作成
	公共施設白書を作成し、ホームページ等で公表する。
	－
	○
	実施済
	26年3月、公共施設白書を作成し、ホームページ等で公表。
	企画政策課
 eq \o\ac(□,連)施設課
	（作成完了）

	
	　25年度：公共施設白書の作成・公表
	
	

	54
	施設改修計画の策定
	施設改修計画を策定し、各公共施設の改修を計画的に実施する。
	－

（＊）
	－
	検討中
	近隣自治体の情報を収集。公共施設等総合管理計画の策定を踏まえ、施設改修計画の策定を進めていく。
	施設課
 eq \o\ac(□,連)企画政策課
 eq \o\ac(□,連)財政課
	＊平成29年度以降に検討・作成着手

	
	　27年度：施設改修計画の策定
	
	

	55
	省エネルギー対策の推進
	順次、各公共施設において省エネルギー診断、省エネルギー設備への改修等の取組を進める。
	実施
	○
	継続中
	23年12月、本庁舎の照明設備をＬＥＤ化。

26年度には、福祉会館の改修に合わせて太陽光発電設備を設置。

27年度には、第五中学校武道場に太陽光発電設備を設置。
	環境課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　24年度：省エネルギー設備への改修等
	
	


２　民間活用の推進
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	56
	公共施設の自主管理
	地区集会所、老人福祉館等の地域施設等については、地域住民、利用団体等による主体的な施設管理を念頭に置き、管理業務の包括的な委託や指定管理者制度の活用を進める。
	検討
	△
	検討中
	老人福祉館は、利用団体、老人クラブ等が管理業務を行う上での課題整理等を実施。

地区集会所は、地域住民や利用団体による管理等を研究していく。
	地域福祉課

文化振興課
	

	
	23年度：公共施設の自主管理に向けた検討【地域福祉課，文化振興課】
	
	

	57
	指定管理者制度の活用
	　順次、指定管理者制度を導入するとともに、モニタリングの実施により適正な管理を確保する。
	実施
	○
	継続中
	毎年度、指定管理業務総括評価票一覧をホームページで公表。24年4月、つみき保育園は指定管理者制度に移行。
	企画政策課

関係各課
	

	
	　24年度：つみき保育園への指定管理者制度の導入【子育て支援課】
	
	

	58
	ＰＦＩ手法の活用
	新たな公共施設等の整備に当たり、ＰＦＩ手法の活用を検討する。
	検討
	○
	検討中
	24年8月、内閣府の制度を活用したＰＦＩ制度勉強会を開催。同年9月、日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会に入会し、情報を収集。
	企画政策課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	24年度：ＰＦＩ手法の活用検討
	
	

	59
	借上公営住宅の検討
	既存市営住宅の老朽化対策として、借上方式について、従来の建替え（直接建設方式）と比較検討する。
	－
	○
	実施済
	26市の状況を調査。市営住宅の管理適正化調査検討委員会による検討の結果、市営本町住宅については、建替えを行わない方針に決定。
	企画政策課
	（検討終了）

	
	23年度：借上公営住宅の比較検討
	
	


３　公共施設の見直し
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	60
	各種集会施設のあり方の検討
	老朽化が進む若草集会所及び地区集会所について、設置目的、利用状況等を踏まえ、廃止を含めてそのあり方を検討する。
	－
	○
	継続中
	若草集会所は、設置経過、利用状況等を調査し、あり方を検討した結果、継続することに決定。

上水台地区集会所は、検討の結果、24年度に地盤調査等を、25年度に建替工事を実施。
	障害福祉課

文化振興課
 eq \o\ac(□,連)協働推進課
	（検討終了）

	
	　23年度：若草集会所のあり方の検討【障害福祉課】，上水台地区集会所等のあり方の検討【文化振興課】
	
	

	61
	防災対策用資材センターの利活用
	防災対策用資材センターについて、平常時は市民が防災意識の高揚、防災活動の推進等を目的とした研修、集会等に利用できるよう施設の利活用策を検討する。
	－
	◎

	実施済
	25年9月、中原自治会自主防災会と防災用資材センターの管理及び運用に関する協定を締結。
	防災安全課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	（検討終了）

	
	　23年度：防災対策用資材センターの利活用の検討
	
	


第３　持続可能な財政基盤の構築
１　自立的な財政運営
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	62
	中期財政計画の策定
	　中・長期的な財政運営の指針として、中期財政計画を策定する。

	実施
	△⇒

○
	検討中⇒実施済
	28年度に32年度までの歳入・歳出の財政フレーム等をとりまとめ、中期財政計画を策定し、ホームページ上で公表。
	財政課
	（策定済み）

	
	　27年度：中期財政計画の策定・公表
	
	

	63
	各種財政指標の改善
	健全化判断比率等により財政状況を把握するとともに、経常収支比率、自主財源比率及び公債費比率の目標値を設定し、財政規律を保持した中で計画的な財政運営に努める。
	実施
	△
	継続中
	一層の経費節減及び自主財源の確保を図り、目標値に近づくよう引き続き計画的な財政運営に努める。
27年度予算　経常収支比率　96.9％

　　　　　　自主財源比率　43.9％

　　　　　　公債費比率 　1.7％
	財政課
	

	
	27年度：経常収支比率　90.0％，自主財源比率　60.0％，公債費比率　5.0％
	
	

	64
	新地方公会計制度への対応
	新地方公会計制度に基づく財務書類4表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書）を作成し、効果的に活用、公表する。
	実施
	○⇒

△
	継続中
	平成21～25年度決算の財務書類4表を総務省方式改訂モデルで作成し、ホームページ等で公表。引き続き、各年度の財務書類4表、連結財務書類等を作成、公表していく予定。
	財政課
	

	
	24年度：財務書類4表の作成・公表
	
	


２　歳入の確保
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	65
	市税等収納対策の強化
	　年度ごとに具体的な数値目標を設定し、市税等の滞納を累積化させないよう早期処理に努めるとともに、納税指導、滞納処分など収納対策の更なる強化を図る。
	実施
	◎
	継続中
	27年度決算の市税収納率は96.3％、国民健康保険税収納率は78.4％。滞納整理計画に基づき、計画的な電話催告、差押え等を実施。
	収納課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　27年度：市税収納率　95.1％，国民健康保険税収納率　75.0％
	
	

	66
	債権管理取扱指針の作成
	　地方税の滞納処分の例により処分することができる債権等の法的根拠、時効等を整理し、債権管理取扱指針を作成する。
	－
	○
	実施済
	債権管理に係る判例、行政実例等について情報を収集し、24年度、債権管理取扱指針を作成。
	収納課
 eq \o\ac(□,連)文書情報課

 eq \o\ac(□,連)関係各課
	（作成完了）

	
	　24年度：債権管理取扱指針の作成
	
	

	67
	新たな財源の確保
	　広告の有料掲載、刊行物の有償頒布等の取組を継続するほか、公共施設の命名権、思い出ベンチ、法定外税等の先進事例について調査・研究し、順次導入する。
	実施

（＊）
	○
	継続中


	24年3月に広告付案内板を設置し、同年8月に総合体育館の施設命名権者を募集。
24年8月、絆ベンチ設置事業募集要領を制定。同年9月から3基のベンチ(寄附)を募集し、プリンスの丘公園に1基の寄附。
25年8月、新財源検討会により法定外税に係る報告書を提出。
	財政課

関係各課
	＊順次導入

	
	　23年度：法定外税の調査・研究【企画政策課】，超過課税の調査・研究【課税課】，24年度：絆ベンチの導入【環境課】
	
	

	68
	事務手数料の見直し
	　証明書発行等に係る事務手数料について、近隣市の料金水準との均衡に留意しながら定期的に見直しを行う。
	－
	○
	継続中
	23年6月、ワーキンググループを設置し、原価計算、近隣市との比較等により事務手数料の額を検証。同年12月に事務手数料条例を一部改正し、24年4月から原則200円を300円に改定。
	市民課
 eq \o\ac(□,連)課税課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	（改定済み）

	
	　23年度：各種事務手数料の改定検討
	
	

	69
	公の施設使用料の見直し
	　公の施設使用料について、現行料金体系の妥当性を検証し、必要に応じて算定基準を明確化した上で見直しを行う。
	実施
	○
	準備中⇒実施済
	24年7月、ワーキンググループを設置し、検討を開始。多摩26市の状況を調査し、使用料の徴収及び減免規定について検討。28年度利用分から公の施設使用料の見直しを実施。
	文化振興課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	（実施済み）

	
	　23年度：公の施設使用料の検証
	
	

	70
	公有財産の有効活用
	　未利用又は暫定利用中の公有財産を点検し、効率的、効果的な利用方法を検討するとともに、庁内での利用が見込めない場合には、売却、有償貸付等を行うなど、積極的な利活用及び財源確保に努める。
	実施
	○
	継続中
	24年度、公有財産(約165㎡及び約18㎡)を売却。25年度、公有財産(29.03㎡)を売却。26年度、公有財産(9.81㎡)を売却。
普通財産の有効活用等検討委員会を設置し、普通財産の有効活用、跡地利用等について検討。
	企画政策課
	

	
	　24年度：公有財産の売却等
	
	

	71
	財源措置の要請
	　地方分権改革による事務及び権限の移譲に伴う経費の財源措置について適切な対策が講じられるよう、機会を捉えて関係機関に対し要請する。
	実施
	○
	継続中
	27年5月、東京都市財政研究会の要望事項として、市長会を通じ、東京都に市町村総合交付金の増額等を要望。引き続き市長会を通じ、国や東京都に要請する。
	財政課
	

	
	　各年度：関係機関に対する財源措置の要請
	
	


３　歳出の合理化

	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	72
	補助金等の整理合理化
	　補助金等全般について定期的に検証し、整理合理化を推進することで、その総額の抑制に努める。
	実施
	△
	継続中
	補助金等検討協議会、行政評価の結果を踏まえ、補助金等について必要な見直しを行う。

27年度予算　補助金等交付額  9億0,457万円
	企画政策課

 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　各年度：補助金等交付額　7億5千万円以内　※施設整備等に係る臨時的な補助金等を除く。
	
	

	73
	非常勤特別職の報酬等の見直し
	　行政委員会委員等の非常勤特別職に対する報酬等について、支給方法及び報酬額を検証し、適切な見直しを行う。
	検討
	○
	検討中
	多摩26市の行政委員会委員の報酬額を調査。適宜、その報酬額等について検証する。
	職員課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　23年度：非常勤特別職の報酬等の検証
	
	

	74
	時間外勤務等の抑制
	　ノー残業デーの継続、週休日の振替等の徹底のほか、勤務時間の弾力的運用の導入等により、時間外勤務及び休日勤務を抑制し、これらに係る手当を縮減する。
	実施
	△
	継続中
	27年度末現在、時間外勤務及び休日勤務時間数は59,814時間(前年度比＋4,976時間)。

ノー残業デーの拡大実施、時間外勤務等時間数配当における週休日の振替等の徹底等。
	職員課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	　各年度：時間外勤務及び休日勤務時間数　4万時間以内
	
	

	75
	特別会計の経営健全化
	　国民健康保険事業及び下水道事業に係る特別会計について、健全経営の確保に努め、一般会計からの繰出金を抑制する。
	実施
	○
	継続中
	引き続き保険給付費の抑制策を実施していく。

定期的に下水道使用料を見直し、一般会計からの繰出金の抑制に努める。

27年度決算　国保繰出金割合  19.6％

　　　　　  下水道繰出金割合　 4.3％
	保険年金課

道路下水道課
 eq \o\ac(□,連)財政課
	

	
	　27年度：国保繰出金割合　10％台維持【保険年金課】　※国保繰出金割合＝(一般会計繰出金<その他分>÷一般被保険者に係る療養諸費及び高額療養費)×100
　　　　　下水道繰出金割合　15％以内【道路下水道課】　※下水道繰出金割合＝(一般会計繰出金÷下水道事業特別会計歳入決算額)×100
	
	

	76
	計画的な基金管理・運用
	　基金に依存しない財政構造に転換するとともに、財政調整基金の最低残高を標準財政規模の5％と定め、計画的な管理及び運用により基金残高の確保に努める。
	実施
	△⇒

○
	継続中
	27年度末の財政調整基金残高は654,020千円(標準財政規模の4.8％)。一層の経費節減及び歳入確保に努め、基金残高の維持を図る。
	財政課
 eq \o\ac(□,連)会計課
	

	
	　各年度：財政調整基金残高　標準財政規模の5％以上
	
	


第４　業務執行体制の整備
１　組織機構等の最適化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	77
	組織機構の簡素合理化
	　地方分権の進展を見込みつつ、継続的に組織機構の簡素合理化に取り組み、行政需要に即した横断的な組織運営に努める。
	実施
	○
	継続中
	24年4月1日付で組織改正を実施(市民窓口業務の集約化及び市民協働、産業・観光振興等に係る組織の再編強化。7部36課から8部38課へ)。
	企画政策課
	

	
	　各年度：組織機構の整備
	
	

	78
	グループ制の効果的活用
	適宜、グループの改編を行うなど、グループ制の効果的な活用を図る。
	実施
	○
	継続中
	実施基準等を適宜見直しながらグループ制を推進し、効果的な執行体制を確保。
	企画政策課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	

	
	各年度：グループ制の推進
	
	

	79
	定員管理の適正化
	定員適正化計画に基づき、職員数の抑制を基本とした適正な定員管理に努める。
	実施
	△
	継続中
	27年4月1日現在、定数内職員数は385人(前年同期比＋5人)。今後、第六次定員適正化の策定を進めていく。
	企画政策課
	

	
	27年度：職員定数　370人
	
	

	80
	勤務時間の弾力的運用
	時差勤務制度を導入するなど、勤務時間の弾力的運用について検討、実施する。
	検討
	△⇒

○
	検討中⇒
準備中
	他市の状況を調査、研究し、職員組合との合意を経て、武蔵村山市職員の時差勤務の試行に関する要領を制定。
28年4月から時差勤務の試行を開始予定。
	職員課
	

	
	27年度：時差勤務制度の導入
	
	


２　職員給与等の適正化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	81
	給与制度の改革
	職員の職務や責任、業績に応じた給与体系を構築するとともに、通勤手当等各種手当の内容及び水準について、社会情勢の変化に対応して継続的に見直しを行う。
	実施
	△⇒

○
	準備中
	24年度、住居手当の支給要件等の見直しを実施。28年3月に通勤手当の見直しについて、職員組合と合意。28年10月実施予定。
	職員課
	

	
	27年度：通勤手当の見直し
	
	

	82
	旅費制度の見直し
	　出張基準の見直しを進め、宿泊を伴わない近距離圏内への出張に対する日当を廃止する。
	検討
	△
	検討中
	近隣市の状況について情報を収集。引き続き、具体的な見直し内容を検討していく。
	職員課
	

	
	27年度：日当の部分廃止
	
	


３　危機管理体制の強化

	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	83
	危機管理体制の整備
	　平時から広範な危機事象の想定、情報収集等に努めるとともに、危機管理マニュアルを作成する。
	実施
	△⇒

○
	準備中⇒
実施済
	27年度、災害時職員行動マニュアルを策定。
	防災安全課
 eq \o\ac(□,連)関係各課
	（策定完了）

	
	　27年度：危機管理マニュアルの作成
	
	

	84
	事業継続計画の策定
	事業継続計画（ＢＣＰ）を策定する。
	－
	○
	実施済
	24年度、震災編を策定。25年度、新型インフルエンザ編を策定。

	防災安全課

健康推進課
	（策定完了)

	
	25年度：事業継続計画の策定（新型インフルエンザ編）【健康推進課】， 24年度：事業継続計画の策定（震災編）【防災安全課】
	
	

	85
	災害図上訓練の実施
	　地域を対象とした市民参加型の災害図上訓練を実施する。

	実施
	○
	準備中⇒

実施済
	23年度から総合防災訓練、地域の自主防災訓練等で、市民を対象とした災害図上訓練を実施。

27年度、災害対策本部災害図上訓練を実施。
	防災安全課
	（災害図上訓練実施済み）

	
	　24年度：災害図上訓練の実施
	
	


４　関係団体の活性化
	項番
	推　進　項　目
	推　　進　　内　　容
	推 進 計 画
	推　　進　　状　　況
	主　管　課
	備　　考

	
	数　　値　　目　　標　　等　（下段）
	H27
	実施状況
	具 体 的 内 容
	連　携　課
	

	86
	社会福祉協議会の自立促進
	　社会福祉協議会に対し自立促進に向けた措置を講ずるよう要請するとともに、市の財政的支援及び職員派遣のあり方について見直しを行う。
	－
	○
	継続中


	23年12月、自立促進に向けた取組を文書で要請。今後も、自立促進に向けた方策や財政的支援の在り方を協議していく。

26年度から職員派遣を打切り。
	地域福祉課
	（派遣打切り、自立要請実施済み）


	
	　26年度：職員派遣の打切り
	
	

	87
	シルバー人材センターの自立促進
	シルバー人材センターに対し民間からの受注を拡大するなど組織の自立化を一層推進するよう要請するとともに、市の財政的支援のあり方について見直しを行う。
	－
	○
	継続中
	23年12月、自立促進に向けた取組を文書で要請。24年度から運営資金貸付金の貸付期間及び貸付額を縮小。
	地域福祉課
	（自立要請、
貸付金見直し実施済み）

	
	24年度：運営資金貸付金の貸付期間及び貸付額の縮小
	
	


用 語 解 説

あ行

【ＩＣＴ】

Information and Communication Technology（インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー）の略。情報や通信に関する技術の総称。日本では同様の言葉としてＩＴ（Information Technology：情報技術）が普及していたが、国際的にはＩＣＴがよく用いられ、日本でも定着しつつある。

《関連項目》項番35・ＩＣＴを活用したコミュニケーションツールの検討
【ＩＰ電話】

電話回線ではなく、光ファイバー等のブロードバンド回線を使って音声通話をする方法。特定のプロバイダ間では無料で通話ができるほか、一般の電話への遠距離通話や国際電話も格安で利用できるなど、コスト面のメリットが大きい。

《関連項目》項番49・ＩＰ電話の導入
【意見公募手続】

計画、条例等の重要な政策の決定に際し、原案の段階で内容を公表し、一定期間を設けて広く市民の意見等を求め、寄せられた意見等を考慮して最終的な意思決定を行う手続・制度。意見提出制度、パブリックコメント制度ともいう。

《関連項目》項番19・意見公募手続の制度化
【思い出ベンチ】

公園の古くなったベンチを寄附によって新しいベンチに交換する事業のことで、東京都が民間活力の導入・規制緩和の一環として実施している。寄附されたベンチには、名前や簡単なメッセージなどを表示したプレートが取り付けられる。

《関連項目》項番67・新たな財源の確保
【オンブズパーソン制度】

市民の市政に関する苦情を公正かつ中立的な立場から調査し、必要に応じて市政の改善を求める勧告又は意見表明をすることで、市民の権利・利益の擁護を図るとともに、市政に対する信頼を高め、開かれた市政の一層の推進を図ることを目的とした制度。

オンブズパーソンは、行政監察委員とも訳され、市民に代わって苦情の処理や行政活動の監視等を行う者のこと。

《関連項目》項番23・オンブズパーソン制度の導入
か行

【外部監査制度】

地方公共団体が、弁護士、公認会計士、税理士等外部の専門的な知識を有する者と契約して財務等の監査を受ける制度。監査機能の充実・強化を図るため、平成９年の地方自治法改正により導入され、現在、都道府県、政令指定都市及び中核市が義務化されている。包括外部監査と個別外部監査の２種類がある。

《関連項目》項番22・外部監査制度の導入
【行政コスト計算書】

一会計期間における、資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う純経常費用（純経常行政コスト）を表す財務書類。新地方公会計制度に基づく財務書類４表の一つ。

《関連項目》項番64・新地方公会計制度への対応
【行政評価制度】

政策、施策及び事務事業について、事前、事中又は事後に、一定の基準、指標をもって妥当性、達成度、成果等を判定する制度。

本市では、庁内の一次・二次評価及び行政評価委員会の意見聴取により実施している。

《関連項目》項番44・行政評価制度の充実
【協働】

市民、企業等と行政とが対等な立場で、相互の立場や特性を認め、共通する公共的な課題の解決に向け、協力して活動する関係をいう。市民等と行政とが協力してまちづくりを行う上で、重要な概念となる。

《関連項目》項番27・協働事業提案制度の創設，項番31・協働による「くらしの便利帳」の発行
【繰出金】

性質別歳出の一分類で、普通会計と公営事業会計との間又は特別会計相互間において支出される経費。また、基金に対する支出のうち、定額の資金を運用するためのものも繰出金に含まれる。

《関連項目》項番75・特別会計の経営健全化
【グループ制】

従来の係制を廃止し、事務分掌を課単位に整理した上で、課長の裁量で事務量や優先度を踏まえたグループ編成を行うことにより、行政課題に対し柔軟かつ機動的に対応することを目指した執行体制をいう。
《関連項目》項番78・グループ制の効果的活用
【経常収支比率】

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減税補てん債及び臨時財政対策債の合計額に占める割合。経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。

《関連項目》項番63・各種財政指標の改善
【健全化判断比率】

平成１９年６月に公布された地方公共団体の財政の健全化に関する法律では、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率という４つの財政指標を健全化判断比率として定めている。地方公共団体は、毎年度、前年度の決算に基づく健全化判断比率をその算定資料とともに監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表しなければならない。

《関連項目》項番63・各種財政指標の改善
【公益通報】

労働者（公務員を含む。）が、不正の目的でなく、事業者（行政機関を含む。）又はその役員、従業員等について、法令違反行為が生じ、又はまさに生じようとしている旨を、事業者内部、行政機関又は事業者外部のいずれかに通報することをいう。公益通報者保護法（平成１６年６月１８日公布、平成１８年４月１日施行）により、公益通報を行った労働者は、公益通報を理由とする解雇の無効、労働者派遣契約の解除の無効、その他の不利益な取扱い（降格、減給、派遣労働者の交代を求めること等）の禁止によって保護される。

本市では、平成１９年１２月に公益通報の手続等を定めた武蔵村山市公益通報に関する規則が制定された。

《関連項目》項番20・公務員倫理・法令遵守の徹底
【公債費】

地方公共団体が発行した地方債の元利償還等に要する経費。

《関連項目》項番63・各種財政指標の改善
【公債費比率】

地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、標準財政規模（普通交付税の算定において基準財政需要額に算入された公債費を除く。）に占める公債費に充当された一般財源（普通交付税の算定において基準財政需要額に算入された公債費を除く。）の割合。

なお、類似の指標である公債費負担比率は、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合で、この比率が高いほど、一般財源に占める公債費の比率が高く、財政構造の硬直化が進んでいることを表す。

《関連項目》項番63・各種財政指標の改善
【コミュニケーションツール】

意思や情報を伝達するための道具のこと。

《関連項目》項番35・ＩＣＴを活用したコミュニケーションツールの検討
【コミュニティビジネス】

地域住民が主体となって、地域が抱える課題をビジネスの手法を用いて解決する事業活動のこと。地域における創業機会及び地域雇用の拡大とともに、事業活動の展開により、地域社会の自立・活性化等の効果が期待される。

《関連項目》項番36・コミュニティビジネスの支援
さ行

【災害図上訓練】

地図を用いて防災対策を検討する訓練のこと。地域で大きな災害が発生する事態を想定し、地図、透明シート、油性ペン等を用いて危険が予測される地帯又は事態をシートの上に書き込んでいく。リスク・コミュニケーション手法の一つ。

《関連項目》項番85・災害図上訓練の実施
【財政調整基金】

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。

《関連項目》項番76・計画的な基金管理・運用
【資金収支計算書】

一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、「経常的収支」「資本的収支」「財務的収支」（改訂モデルでは「経常的収支」「公共資産整備収支」「投資・財務的収支」）という性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類。新地方公会計制度に基づく財務書類４表の一つで、キャッシュ・フロー計算書ともいう。

《関連項目》項番64・新地方公会計制度への対応
【自主財源比率】

地方公共団体における財政基盤の安定性や行政活動の自律性を判断する指標で、歳入総額に占める自主財源の割合。自主財源比率が高いほど、財政運営の自主性と安定性が確保されていることになる。

自主財源とは、地方公共団体が自主的に収入しうる財源のことで、地方税、分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入等がこれにあたる。

《関連項目》項番63・各種財政指標の改善
【自治基本条例】

自治の基本理念をはじめ、市民等、市議会及び市長等の役割、市政運営の基本原則等を定める条例。「自治体の憲法」とも表現されるように、市政運営においては、全ての条例、計画等の基本となる重要なものである。平成１２年１２月に制定されたニセコ町まちづくり基本条例を先駆けとして、多くの地方公共団体において検討が進められている。

《関連項目》項番24・自治基本条例の制定
【指定管理者制度】

平成１５年の地方自治法の改正により創設された制度で、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上及び経費の節減等を図ることを目的とする。民間事業者等を含む法人その他の団体に、使用許可処分も含めて施設の管理を委任できるようになり、地域の活性化や行政改革の推進等が期待されている。

《関連項目》項番56・公共施設の自主管理，項番57・指定管理者制度の活用
【純資産変動計算書】

一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目がどのように変動したかを表す財務書類。新地方公会計制度に基づく財務書類４表の一つ。

《関連項目》項番64・新地方公会計制度への対応
【新地方公会計制度】

総務省が推進する地方公共団体の新しい会計制度のこと。平成１８年８月に総務省から示された地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）において、地方公共団体の公会計について、「発生主義の活用及び複式簿記の考え方の導入を図り、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の４表の整備を標準形とし、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースで、…中略…公会計の整備の推進に取り組むこと」が要請された。

《関連項目》項番64・新地方公会計制度への対応
た行

【貸借対照表】

会計年度末における地方公共団体の財政状態（資産保有状況と財源調達状況）を表す財務書類。新地方公会計制度に基づく財務書類４表の一つで、バランスシートともいう。

《関連項目》項番64・新地方公会計制度への対応
【タウンミーティング】

政治家や行政が市民に対して行う対話型集会のこと。主に地域住民の生活に関わる事項を話題とする。

本市では、市民の意見を市政に反映させる仕組みの一つとして位置付けられる。

《関連項目》項番17・タウンミーティングの実施
【地域ＳＮＳ】

パソコンや携帯電話を利用して、日常的にサイト内の日記や電子掲示板を利用したり、行政情報、地域情報等を入手したりすることができる地域向けの交流・情報提供サービスのこと。災害発生時には画面が切り替わり、災害情報や避難情報を入手できる。

ＳＮＳは、Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略で、インターネットを利用して、特定の関心をもつ人同士が出会う機会を作り、情報交換ができるようにするサービスの総称。

《関連項目》項番35・ＩＣＴを活用したコミュニケーションツールの検討
【超過課税】

住民税等地方税法に規定された税について、地方公共団体が条例により標準税率を超えた課税をすること。

《関連項目》項番67・新たな財源の確保
【地理情報システム】

衛星、コンピュータ等を利用して様々な地理データを収集、分析、処理し、地図情報とその他の情報を統合的に活用するシステム。地図情報システム、ＧＩＳともいう。

《関連項目》項番10・地理情報システムの導入
【ツイッター】

インターネット上で、不特定多数の人がツイートと呼ばれる短文（つぶやき）を発信したり、これを読んだりすることができるサービス。ツイートは、鳥のさえずりという意味。

《関連項目》項番11・ホームページの充実
【電子申請】

インターネットを利用して、申請、届出等の行政手続をいつでも、どこからでも行えるようにする仕組み。電子申請を利用することで、行政機関の窓口において書類で行われている申請、届出等の手続が、自宅や職場のパソコンを使って行えるようになる。

本市の場合、東京電子自治体共同運営協議会に参加し、サービスを提供している。

《関連項目》項番06・電子申請サービスの拡充
【電子調達】

入札情報提供、入札参加資格審査申請、入札等をインターネットを通じて行う仕組み。事業者の利便性向上、事務作業の効率化、入札過程の公平性及び透明性の確保等を目的とし、本市の場合、東京電子自治体共同運営協議会に参加し、サービスを提供している。

《関連項目》項番07・電子調達サービスの推進
は行

【ＰＦＩ】

Private Finance Initiative（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）の略。平成１１年に施行された民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（ＰＦＩ法）に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法であり、国、地方公共団体等が直接実施するよりも、効率的かつ効果的に公共サービスを提供できるとされる。海外では、有料橋、鉄道、病院、学校等の整備等、再開発等の分野で成果を収めている。

《関連項目》項番58・ＰＦＩ手法の活用
【標準財政規模】

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので､標準税収入額（法定普通税の基準税額の合計）等に普通交付税を加算した額｡実質収支比率等の財政指標や健全化判断比率の算出に用いられる重要な数値。

《関連項目》項番76・計画的な基金管理・運用
【法定外税】

地方税法に規定された税以外に、地方公共団体が独自に条例で定める税のこと。使途に限定がない一般財源である法定外普通税と使途が限定されている法定外目的税に区分される。

《関連項目》項番67・新たな財源の確保
ま行

【マルチペイメントネットワーク】

多くの金融機関と収納機関を結び、パソコン、携帯電話、現金自動預払機（ＡＴＭ）等を利用して、いつでも、どこでも公共料金、税金等の支払いが可能な電子決済ネットワークのこと。日本マルチペイメントネットワーク運営機構の提供するサービスは、Pay-easy（ペイジー）と呼ばれる。

《関連項目》項番02・公金の納付方法の多様化
【命名権】

施設に名称を付ける権利のことで、ネーミングライツともいう。施設の所有者が命名権を売却し、命名権を購入した企業は、施設の名称に社名、商品名等を入れることで宣伝効果が期待される。近年、地方公共団体においても、施設の建設・運営資金の調達手法として、命名権の売却が広がりを見せている。

《関連項目》項番67・新たな財源の確保
【モニタリング】

継続的に観測、監視、点検を行うこと。
《関連項目》項番57・指定管理者制度の活用
市民情報提供資料
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１　実施状況は、平成２８年３月末現在の進捗状況として、次の５区分で表記している。


　「実施済」…既に実施済みのもの。


　「継続中」…継続して実施しているもの（一部実施の内容を含む。）。


　「準備中」…実施可能なものとして準備を進めているもの。


　「検討中」…実施の可能性を求めて検討し、又は実施の可否を含めて調査・研究しているもの。


　「未着手」…具体的な取組に着手していないもの。


２　実施水準は、数値目標等（平成２７年度推進計画）に対する実施、検討等の状況として、次の４区分で表記している。


　「◎」…目標以上：実施等の内容が数値目標等を上回るもの。


　「○」…ほぼ目標どおり：実施等の内容が数値目標等と同水準のもの。


　「△」…目標以下：実施等の内容が数値目標等を下回るもの。


　「－」…その他：実施の見送り、変更等により、上記の区分に該当しないもの。


３　実施状況欄の網掛けは、平成２７年度上半期の状況から変更のあった項目を表す。
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